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はじめに

　上場企業には、株主をはじめとする多くの利害関係者に対し、決算・財務情報
等を報告（財務報告＝ディスクロージャー、開示）することが法令等により義務
付けられていますが、この財務報告実務を担うためには、「金融商品取引法」「証
券取引所の有価証券上場規程等」「会社法」等に基づく報告のルールや、財務報
告書類の作成要領、データの関連性、さらに、決算・財務報告プロセスに必要な
内部統制までを広範囲に学ぶ必要があります。
　しかも、財務報告に関係する法令等は頻繁に改正されるとともに、決算早期化
の傾向が続いており、開示実務の現場では改正箇所のフォロー・決算早期化への
実務対応に苦慮する局面も少なくありません。
　こうした中、膨大な財務報告の知識を効率的に学習できる財務報告実務検定・
開示様式理解編への注目度は年々高まっていますが、検定事務局には、「受験し
たいが、仕事が忙しくて十分な勉強時間がとれない」「重要ポイントを効率的に
学びたい」といった声がしばしば寄せられます。
　そこで、財務報告実務のポイントを効率的に学び、「財務報告実務の全体像」
をつかんでいただくことを狙いとして作られているのが本書です。
　本書は、広範な財務報告実務を網羅的に解説した財務報告実務検定・開示様式
理解編公式テキストのサブテキストとして、文字通り公式テキストの「ポイン
ト」を整理して解説しています。具体的には、財務報告実務や財務報告実務検定・
開示様式理解編における重要性に応じて解説に濃淡を施しており、また、単元ご
とに設けられた選択式問題を解くことで知識の定着が図れるよう工夫されていま
す。さらに、第６章においては財務報告実務検定・開示様式理解編と同様の出題
スタイルによる問題も掲載し、本試験問題にも慣れていただけるよう配慮してい
ます。
　本書が、財務報告実務を効率よく身に付けるとともに、財務報告実務検定・開
示様式理解編の合格に向けた学習の一助となれば幸いです。
　最後に、本書の執筆にご尽力いただいた EY新日本有限責任監査法人の皆様、
また、本書の出版の機会を与えていただくとともに編集をご担当いただいたリン
ケージ・パブリッシングの岩村信寿様に感謝の意を表します。

一般社団法人日本 IPO 実務検定協会　財務報告実務検定事務局
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　本書は、財務報告の監査実務に従事している公認会計士が、財務報告実務検定・
開示様式理解編を受験する方や、検定の受験を志す方以外でも網羅的に財務報告
の基礎知識を得たい方に向けて執筆した、財務報告の要点整理本です。
　昨今、上場企業の経理、財務、IR に関する実務担当者やこれらの職種を志す
人にとって、財務報告（「ディスクロージャー」「開示」とも言われることもあり
ます）に関する知識の取得やアップデートは欠かせません。そのため財務報告に
関する知識を体系だって学び、その成果を確認することができる財務報告実務検
定・開示様式理解編への注目度は年々高まっています。その一方で、業務が多忙
な受験生などから、「受験する前に学んだ知識の要点整理を行いたい」、「財務報
告の重要ポイントをもっと効率的に学びたい」といった強いニーズがあります。
　そのため本書は、広範な財務報告実務を網羅的に解説した「財務報告検定・開
示様式理解編公式テキスト」のサブテキストと位置づけて、文字通り公式テキス
トの「要点」を「整理」して解説する構成をとりながら、財務報告実務検定・開
示様式理解編の重要度に応じて解説に濃淡を施し、また column（コラム）に実
務で有用な情報を盛り込んで、読者が目的や熟練度に応じて利用することを可能
にしました。
　また、財務報告に関係する法令等は頻繁に改正されますので、本書では今般の
企業結合に関する会計基準及び関連する他の会計基準等の改正や改正会社法に関
するトピック等を織り込んだ改訂作業を行っております。
　本書がみなさまの財務報告実務に関する学習の一助となれば幸いです。
　最後に本書の発刊にあたりお世話になりました日本 IPO 実務検定協会及びリ
ンケージ・パブリッシングの編集担当諸氏に心から御礼申し上げます。

　　2021 年 7 月
執筆者一同

執筆にあたって
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２．【本決算スケジュール】　

 要点整理 

・本決算スケジュールを作成する場合、まずは会社法の法定スケジュール

を把握しておくことが重要である。

・本決算では、印刷会社、株主名簿管理人、会計監査人（公認会計士又は

監査法人）、ディスクロージャー関連部署、証券取引所、管轄財務局等と

の調整が必要となる。

・会社法により公開会社は、定時株主総会の少なくとも２週間前までに株

主総会招集通知を発送する必要がある。

・定時株主総会の招集通知に添付される計算書類（連結計算書類）には会

計監査人及び監査役会の監査報告書が添付されるため、会社法では監査

に必要な日数を確保している。

・有価証券報告書は定時株主総会終了後に管轄財務局に提出されるが、定

時株主総会前に提出することも認められている。

・証券取引所に対して決算短信の提出を行うが、事前に決算発表予定日の

登録を求められる。

１　本決算スケジュール例
　本決算では、法令等により作成・提出を求められている書類が多く、取締役会

等、社内における重要な会議において決裁を受けなければならないことも多いた

め、決算日程のスケジューリングが重要となる。３月決算を前提とした本決算ス

ケジュール例は以下のとおりであり、実務上は担当部署も記載された、より詳細

なスケジュール表が必要となる。

重要度 Ａ

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e
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取
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日
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日
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８
日

 
７
週

木
５
月
９
日

 
金

５
月
10
日

招
集
通
知
用
封
筒
納
入

決
算
短
信
TD
ne
t提
出

定
款
変
更
リ
リ
ー
ス
・

決
算
取
締
役
会
報
告

水
５
月
15
日

株
式
分
布
状
況
報
告

木
５
月
16
日

 
金

５
月
17
日

水
５
月
22
日

 
火

５
月
28
日

水
５
月
29
日

 
４
週

木
５
月
30
日

 
   

招
集
通
知
 納
入
・
封
入
開
始

火
６
月
４
日

 
 

招
集
通
知
P
D
F提
出

火
６
月
11
日

 
 

招
集
通
知
発
送
・
行
使
書
集
計

開
始

招
集
通
知
H
P
掲
載

２
週
＋

１
日

水
６
月
12
日

木
６
月
13
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６
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14
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通
知
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会
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発
送
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６
月
20
日

金
６
月
21
日

月
６
月
24
日

議
決
権
行
使
書
前
日
集
計

有
報
ED
IN
ET
仮
登
録

１
日
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月
26
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決
議
通
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配
当
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領
収
証
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通
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権
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告
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６
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日

日
付

曜
日

総
会
前
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社
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査
法
人
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刷
会
社
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月
31
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期
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卸
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立
会
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３
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３
日
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５
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４
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４
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計
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査
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２
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９
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究
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ッ
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５
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５
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４
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議
通
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部
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ェ
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依
頼
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４
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集
通
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招
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12
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＋

１
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総
会
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集
取
締
役
会

計
算
書
類
等
 備
置

招
集
通
知
H
P
掲
載

決
議
通
知
 校
了
・
印
刷
開
始

６
月
13
日

木
監
査（
有
報
）ス
タ
ー
ト

６
月
14
日

金
有
報
 研
究
部
チ
ェ
ッ
ク
戻
り

６
月
18
日

火
監
査（
有
報
）終
了

決
議
通
知
 納
品

６
月
20
日

木
１
週

模
擬
総
会

有
報
ペ
ー
ジ
レ
イ
ア
ウ
ト
チ
ェ
ッ
ク

６
月
21
日

金
有
報
ペ
ー
ジ
レ
イ
ア
ウ
ト
完
了

６
月
24
日

月
有
報
校
了

６
月
26
日

水
１
日

議
決
権
行
使
期
限
（
営
業
時
間
）

総
会
会
場
セ
ッ
テ
ィ
ン
グ

有
報
提
出
デ
ー
タ
作
成

６
月
27
日

木
当
日

株
主
総
会

総
会
議
事
録
作
成
、
取
締
役
会

議
決
権
行
使
書
集
計

監
査
報
告
書

（
原
本
）受
渡
し

６
月
28
日

金
有
報
製
本
・
会
社
保
存

有
価
証
券
報
告
書
P
D
F掲
載

有
報（
原
本
）受
渡
し

１
週
間
以
内

発
送
ま
で
十

分
に
間
に
合

う
よ
う
に
事

業
報
告
・
計

算
書
類
等
を

作
成

２
週
間
で
な

い
こ
と
に
留
意

会
社
法
上
、

基
準
と
な
る

日

４
週
間
以
内

法
定
の
日
数
が

決
ま
っ
て
お
り

制
約
が
多
い

株
主
情
報
確
定

遅
滞
な
く
決
算

短
信
を
TD
ne
t

で
提
出

通
常
は
、
定

時
株
主
総
会

後
、
有
価
証
券

報
告
書
等
を

ED
IN
ET
で
提

出
(例
外
有
)

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e



16

２　会社法決算に基づく本決算スケジュール
　本決算スケジュールを構築していくにあたり、最も制約が多いのが会社法であ

る。取締役の業務執行の結果の報告書ともいえる計算書類を適切に監査するため、

会社法では会計監査人及び監査役の監査に関して、必要な日数を確保しているた

めである。

期限  取締役 ( 取締役会 )  会計監査人  監査役  

期末日  ( 議決権及び期末配当基準日 )    

  

計算書類、附属明細書作成  

 

 

受領  

 

受領  

  

事業報告、附属明細書作成  

 

 

 

 

受領  

  

連結計算書類作成  

 

 

受領  

 

受領  

  

通知  

 

監査報告  

 

 

通知  

  

 

 

 

 

 

 

監査報告  

 

 決算取締役会で計算書類・連結計

算書類・事業報告・附属明細書を

承認  

  

  

株主総会招集通知を発送  

 

  

 

３カ月以内  

 

定時株主総会を開催  

 

  

 定時株主総会決議通知・期末配当

金領収証を株主に発送、期末配当

金の支払開始  

  

 定時株主総会議事録、委任状、議

決権行使書を本店に備置  

  

 

四
週
間
以
内 

一
週
間
以
内 

二
週
間 

前
ま
で 

通知通知Sa
m
pl
e 
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３　有価証券報告書の提出
　有価証券報告書は、金融商品取引法に基づき、通常は定時株主総会終了後に管

轄財務局に提出する。その際、添付書類として、株主総会招集通知、決議通知、（場

合によっては）定款等も併せて提出することとなる。

　なお、定時株主総会提出前に有価証券報告書を提出することも可能となってい

る。この場合、株主総会に提出される有価証券報告書の添付書類に、定時株主総

会において承認を受け、又は報告しようとする計算書類・事業報告を追加する。

４　証券取引所への対応
　証券取引所に対しては、決算発表の際に決算短信を提出する。決算の属する月

の月末までに決算発表日の登録が求められ、事前に登録した決算発表日が前後し

そうな場合は、証券取引所の担当者に相談し調整する必要がある。決算短信以外

に、株主分布状況報告書や決算取締役会決議通知報告等の取引所の上場会社管理

のために使用される報告書、コーポレート・ガバナンス報告書、その他一般投資

家に公表される報告書があり、これらの報告書を提出する段取りも本決算スケ

ジュールに組み込んでおく必要がある。

　

５　その他の関与者との調整
　株主総会招集通知等については原則、書面で株主に送付する必要があるため、

印刷会社との調整が必要である。また、上場会社においては、証券代行業務を株

主名簿管理人に委託しているため、株主名簿管理人との調整も必要となる。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　 決算短信の発表予定日を登録した以上、その登録日を変更することは許されない。

問２　 会社法上、取締役は計算書類及び附属明細書を作成し、会計監査人及び監

査役に提出しなければならない。

問３　 会社法上、取締役は事業報告及びその附属明細書を作成し、会計監査人及

び監査役に提出しなければならない。

問４　有価証券報告書は、必ず定時株主総会の開催後に提出される。
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▶▶▶解説
問１　誤り

　　　 上場会社は、証券取引所に決算発表予定日を登録することが求められてい

る。もっとも実際の決算発表日が登録した予定日と前後することが見込ま

れる場合には、証券取引所の担当者と相談の上、調整することができる。

問２　正しい

　　　 計算書類及び附属明細書は、会計監査人の監査対象であるとともに、監査

役監査の対象になるためである。

問３　誤り

　　　 事業報告及びその附属明細書は、監査役の業務監査の対象となるのみであ

り、会計監査人の会計監査の対象ではない。そのため、会社法上は会計監

査人に提出することは求められていない。

問４　誤り

　　　 株主総会招集通知よりも開示情報の充実した有価証券報告書を用いて株主

の議決権行使を促進し企業に対するコーポレート・ガバナンスの向上を図

るという観点から、定時株主総会前に有価証券報告書を提出することが可

能となっている。Sa
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１．【主要な経営指標等の推移】　

　 要点整理 

・連結と個別に関する経営指標等を一覧にしたものである。一般的に「ハ

イライト情報」と呼ばれる。

・規則等の改正等により経営指標等の数値に大きな変動がある場合には、

数値の継続性の観点からその要因等を脚注することが望ましい。

・潜在株式がないこと等の理由により潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額について記載しない場合は、その旨（理由）を記載することが望ましい。

・経営指標のうち、以下の項目はその計算にあたり注意が必要である。なお、

１株当たり情報の計算については、「注記事項　１株当たり情報」を参照

のこと。

a　自己資本比率、自己資本利益率

計算に用いる自己資本（＝純資産額－株式引受権－新株予約権－非

支配株主持分 （連結の場合））は、自己資本比率を計算する場合は期

末時点の値、自己資本利益率を計算する場合は期首・期末の平均値

を用いるのが適当である。

b　株価収益率

計算に用いる株価は、期末日のものとなる。但し、当該株価が無い

場合は、期末日前直近の日における株価とする。また、分母の１株

当たり当期純利益金額に代えて潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額を用いることができる。その場合は、その旨を付記する。

自己資本比率　＝�
自己資本

総資産額

自己資本利益率　＝
親会社株主に帰属する当期純利益

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２

株価収益率　＝�
株価

１株当たり当期純利益金額

　

重要度 Ｂ
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ｃ　株主総利回り

株主総利回り＝

　株主総利回りとは、株式投資により得られた収益（配当とキャピタル

ゲイン）を投資額（株価）で割った比率をいう。

　株主総利回りの計算に当たっては、基準となる当事業年度の５事業年

度前が毎期変わるため毎期において再計算する必要がある。

【株価の推移】

・最近５年間の事業年度別最高・最低株価を記載したものである。

・開示府令第三号様式（記載上の注意）（35）、同第二号様式（記載上の注意）

（54）における記載は以下のとおり。

・株式が金融商品取引所に上場されている場合は、主要な１金融商品取引

所の相場を記載し、当該金融商品取引所名を注記する。

・２以上の種類の株式が金融商品取引所に上場されている場合は、種類ご

とに記載する。

（１）　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
回次

決算年月
最高（円）
最低（円）

　

（各事業年度末日の株価＋当事業年度の４事業年度前から
各事業年度までの１株当たり配当額の累計額）
当事業年度の５事業年度前の末日の株価
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3 4 5 6 7

3, 322 4, 009
親会社株主に帰属する当期純利益

ⅰ

3 4 5 6

親会社株主に帰属する当期純利益

【記載例】
経営指標等

連結財務諸表を作成してい
ない場合，「営業活動・投資
活動及び財務活動による各
キャッシュ・フロー」並びに
「現金及び現金同等物の期末
残高」を記載

中間配当額は開示項目

連結財務諸表を作成していな
い場合，「持分法を適用した
場合の投資利益又は投資損失
の金額」を記載

主要な経営指標等の脚注 ( 数
値の補足説明、変動の説明等 )

単位に留意

「自己資本」の意義に留意

包括利益がマイナス ( △ ) の
場合は、「△1,133」として
表示

主要な経営指標等の脚注 ( 数
値の補足説明、変動の説明等 )

2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 2015年3月

2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月Sa
m
pl
e 
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１　ハイライト情報と会計上の変更及び誤謬の訂正との関係
ハイライト情報においては 5 年分の情報が記載されるが、会計上の変更及び誤

謬の訂正により遡及処理を行う場合、前連結会計年度（事業年度）については遡

及処理を行わなければならない。しかしそれ以前のもの（前連結会計年度（事業

年度）より前の 3 年分）については任意である。

なお、遡及処理をした場合は、過去の財務諸表につき遡及処理を行った旨を注

記しなければならない。

また、遡及処理を行うことが困難なものやハイライト情報の利用者が遡及処理

によりかえって混乱する可能性のあるもの（株価収益率、資本金、発行済株式総

数、1 株当たり配当額（1 株当たり中間配当額）、配当性向）については、遡及処

理しないことに留意する。

column ハイライト情報

　開示に先立ち、記載される各財務数値について最終の（連結）財務諸表に記載
されている金額が正しく転記されているかをチェックする必要がある。また、１
株当たり情報、従業員数、発行済株式総数、１株当たり配当額については、有価
証券報告書の他の箇所にも記載がなされるため、内容の整合性に注意する必要が
ある。

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　 【主要な経営指標等の推移】には、連結財務諸表提出会社であっても個別

財務諸表に係る提出会社の経営指標等を記載しなければならない。

問２　 【主要な経営指標等の推移】には、最近５連結会計年度（事業年度）の経

営指標等を記載するが、この場合の最近５連結会計年度（事業年度）には

当連結会計年度（事業年度）は含まない。

問３　 【主要な経営指標等の推移】の当連結会計年度（事業年度）では、投資判

断に資するため、第２四半期の経営指標等に関する記載も併せて行う。

問４　 【主要な経営指標等の推移】に記載される自己資本比率を計算する際に用

いる自己資本は、期首・期末の平均値を使用するのが適当である。

問５　 【主要な経営指標等の推移】に記載される株価収益率を計算する際に用い
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る株価は期末日のものであるため、出来高が無かったことにより期末日の

株価が存在しない場合には、株価収益率の記載は不要であるとともに、そ

の旨を脚注することが望ましい。

問６　 【主要な経営指標等の推移】に記載される自己資本比率及び自己資本利益

率を計算する際に用いる自己資本は、純資産額から株式引受権、新株予約

権及び非支配株主持分（連結の場合）並びにその他の包括利益累計額（連

結の場合）を控除して算定される。

問７　 【主要な経営指標等の推移】において遡及処理を行う場合、前連結会計年

度（事業年度）及びそれ以前のもの（表示されるすべての期間）について

も遡及処理を行う必要がある。

▶▶▶解説
問１　正しい

　　　 なお、連結財務諸表提出会社であっても、資本金の金額、発行済株式総数、

１株当たり配当額、配当性向は、個別財務諸表に係る提出会社の経営指標

等として記載される。

問２　誤り

　　　 最近５連結会計年度（事業年度）の経営指標等とは、当連結会計年度（事

業年度）の前４連結会計年度（事業年度）及び当連結会計年度（事業年度）

の経営指標等である。

問３　誤り

　　　 【主要な経営指標等の推移】では四半期に関する記載は行わない。有価証

券報告書における四半期に関する記載は、【経理の状況】の【その他】の

箇所にあるのみである。但し、中間配当額については１株当たり配当額の

記載に併せて、１株当たり中間配当額を内書きとして記載する。

問４　誤り

　　　 自己資本比率を計算する際に用いる自己資本は、期末時点の値を用いるの

が適当である。これは、自己資本比率は期末という一時点（ストック）に

おける割合を示す指標であるためである。
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18．【連結包括利益計算書】　

 要点整理 

・連結包括利益計算書は、期中に認識された取引及び経済的事象（資本的

取引を除く）により生じた純資産の変動を表わすものである。

・包括利益とは、ある企業の特定期間の財務諸表において認識された純資

産の変動額のうち、当該企業の純資産に対する持分所有者との直接的な

取引（資本取引）によらない部分をいう。

・包括利益は、非支配株主持分を含めた利益概念であることに留意する必

要がある。そのため、非支配株主を有する会社の包括利益は、連結貸借

対照表の純資産の部の「その他の包括利益累計額」の増減とは単純に一

致しない。

・包括利益は、当期純利益（又は損失）とこれ以外の差額概念としてのそ

の他の包括利益に分けられる。

・その他の包括利益の内容は、従来、連結貸借対照表の純資産の部の「評価・

換算差額等」として計上されていた項目と同じである。

・持分法を適用する非連結子会社及び関連会社におけるその他の包括利益

のうち連結財務諸表提出会社の持分相当額は、持分法適用会社に対する

持分相当額として一括記載することとされている。

・連結包括利益計算書は、連結損益計算書と区分して別途、連結包括利益

計算書を作成する方法（２計算書方式）と連結損益計算書に繋げて包括

利益を表示する方法（１計算書方式。項目名は【連結損益及び包括利益

計算書】）の２つの方法がある。

注：実務上は、２計算書方式を採用する会社が多いため、２計算書方式を

前提として解説を行う。

・金額は、千円又は百万円の単位により記載する。

重要度 Ｂ
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【記載例　連結財規様式第五号の二】

▶▶▶確認問題
次の各問について、その正誤を判定しなさい。

問１　 連結包括利益計算書は、期中に認識された取引及び経済的事象（資本的取

引を除く）により生じた純資産の変動を報告する。

問２　 包括利益は、当期純利益（又は損失）金額にその他の包括利益の項目の金

額を加減算して記載する。

問３　包括利益には、非支配株主持分は含まれない。

問４　 包括利益又はその他の包括利益がマイナスの場合、表示科目は包括損失又

はその他の包括損失と表示する。

�

当期純利益
（又は当期純損失）

××× ×××

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 ××× ×××

　繰延ヘッジ損益 ××× ×××

　為替換算調整勘定 ××× ×××

　持分法適用会社に対する持分相当額 ××× ×××

　退職給付に係る調整額 ××× ×××

　……………… ××× ×××

　その他の包括利益合計 ××× ×××

包括利益 ××× ×××

（内訳）

　親会社株主に係る包括利益 ××× ×××

　非支配株主に係る包括利益 ××× ×××

その他の包括利益は下記科目で表示するが、これ
ら以外でその他の包括利益として計上することが
適当であると認められるものは、当該項目を示す
名称を付した科目をもって記載することが可能

この勘定科目から包括利益を計算

税効果の金額を控除した金額を記載するものとさ
れているが、税効果の金額を控除する前のその他
の包括利益を記載し、税効果の金額を一括して加
減算した金額を記載する方法も可能

包括利益には、非支配株主に属する包括利益も含
まれているため、連結財務諸表提出会社の株主に
属する金額及び非支配株主に属する金額にそれぞ
れ区分して、連結包括利益計算書の末尾に記載

　����前連結会計年度
（自�平成　�年�　月�　日
至�平成�　年�　月　�日）

　���当連結会計年度
（自�平成　�年�　月�　日
至�平成�　年�　月　�日）

包括利益又はその他の包括利益がマイナスの場合
であっても、表示科目は包括利益又はその他の包
括利益と表示し金額の前に「△」を付す

これらの勘定科目は重要
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▶▶▶解説
問１　正しい

　　　下記コラムの包括利益の概念図でイメージを把握して欲しい。

問２　正しい

　　　 なお、１計算書方式の場合でも、親会社株主に帰属する当期純利益から非

支配株主に帰属する当期純利益を加減算し、当期純利益（損失）を算出し

てから計算される。

問３　誤り

　　　包括利益は、非支配株主持分を含めた利益概念である。

　　　連結貸借対照表との違いは以下のとおりとなる。

（※１）　「非支配株主持分」に含まれる。
（※２）　�その他の包括利益の内訳項目「持分法適用会社に対する持分相当額」として表示される。

問４　誤り

　　　 包括利益又はその他の包括利益がマイナスの場合であっても、表示科目は

包括利益又はその他の包括利益と表示し、金額の前に「△」を付して対応

する。

項目 親会社
子会社 持分法適用会社

親会社持分 非支配株主持分 投資会社持分
「その他の包括利益累計
額」（連結貸借対照表）

含まれる 含まれる 含まれない
（※1）

含まれる

「その他の包括利益」（包
括利益を表示する計算書）

含まれる 含まれる 含まれる 含まれる（※2）

資本取引による増加�→

その他の包括利益 { その他有価証券
評価差額金等の増加 } ��包括利益当期純利益

X0年度末純資産 X1年度末純資産
� � � �

column 包括利益の概念図
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記載例

 

 特記すべき事項がある場合には、その旨

及び内容

要点整理参照

・財務報告に係る内部統制の有効性の評価

に重要な影響を及ぼす後発事象

・事業年度の末日後に開示すべき重要な不

備を是正するために実施された措置が

ある場合にはその内容

評価範囲、基準日及び評価手続に

関する事項を記載

（※１）最高財務責任者が定められていない場合には、代表者のみの記載
（※２）内部統制の評価時点は、事業年度の末日であるため、当該日付を記載
（※３）全社的な内部統制の評価範囲及び業務プロセスに係る評価範囲について、具体的

に記載する。やむを得ない事情により財務報告に係る内部統制の一部の範囲につ
いて十分な手続が実施できなかった場合はその旨、その理由を記載

（※４）該当する事項がない場合は、該当事項がない旨を記載

（2014 年度版財務報告実務検定公式テキストひな型＆チェックリスト編 25 ページより抜粋）

・基準日（※２）

・一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価基準に準拠した旨

・評価手続の概要

・内部統制の評価の範囲（※３）

・代表者及び最高財務責任者（※１）が財

務報告に係る内部統制の整備及び運用の

責任を有している旨

・財務報告に係る内部統制を整備及び運用

する際に準拠した基準の名称

・財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止発見できな

い可能性がある旨

評価結果に関する事項を記載

付記事項を記載（※４）

財務報告に係る内部統制の基本的

枠組みに関する事項を記載

特記事項を記載（※４）Sa
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四半期報告書、内部統制報告書 第3章

（2014 年度版財務報告実務検定公式テキストひな型＆チェックリスト編 25 ページより抜粋）

　　　内部統制報告制度のプロセス…　　　　　　　　……ポ　イ　ン　ト

評価範囲の決定
①全社的な内部統制の評価範囲の決定

↓

②業務プロセスに係る評価範囲の決定

ⅰ）重要な事業拠点の選定

　 企業が複数の事業拠点を有する場合に

は、評価対象とする事業拠点を売上高

等の重要性により決定

ⅱ）評価対象とする業務プロセスの識別

・重要な事業拠点における、企業の事業目

的に大きく関わる勘定科目に至る業務

プロセスは、原則として全て評価対象

・重要な事業拠点及びそれ以外の事業拠

点において、財務報告への影響を勘案

して、質的重要性の大きい業務プロセ

スについては、個別に評価対象に追加

↓

③評価範囲について監査人と協議

↓

評価の実施
①全社的な内部統制の評価

↓

②全社的な観点からの決算・財務報告に

係る業務プロセスの評価（有価証券報告

書等の開示事項に係る内部統制の運用状

況の評価は、有価証券報告書等の作成後

評価する。）

↓

次頁

例えば、売上高等を用いて金額の高い拠点から
合算し、全体の一定割合（例えば、概ね３分の
２程度）に達している事業拠点

原則：全ての事業拠点を全社的観点で評価
例外：重要性が僅少である事業拠点、例えば売
上高で全体の95％に入らないような連結子会社
等は評価対象外

企業の実態に応じ、本社、子会社、支社、支店
のほか、場合によっては事業部等として識別

一般的な事業会社の場合、原則、売上、売掛金
及び棚卸資産

以下のポイントを勘案して決定
・リスクが大きい取引を実行している事業又は業
務に係る業務プロセス

・見積りや経営者による予測を伴う重要な勘定科
目に係る業務プロセス

・非定型・不規則な取引等虚偽記載が発生するリ
スクが高く特に留意すべき業務プロセス

・上記その他の理由で追加的に評価対象に含める
場合

・外部環境や事業の特性等様々であり、会社ごと
に適した内部統制を整備及び運用することが必
要

・内部統制の６つの基本的要素ごとに42項目の
評価項目を例示

・決算・財務報告プロセスについて全社的な観点
から開示に対する内部統制を構築することが求
められる理由は、連結会計方針の決定や会計上
の予測、見積等経営者の方針や考え方のように、
全社的な内部統制と性格的に近いものがあるこ
とや各事業拠点で管理が共通していることが多
く効率性の観点から

・主として経理部門が担当する決算・財務報告に
係る業務プロセスのうち、全社的な観点で評価
することが適切と考えられるもの
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適時開示 第４章

自己資本当期純利益率 =　　　
親会社株主に帰属する当期純利益

　　　　　　　　　　　　（期首自己資本 + 期末自己資本） ÷ ２ （ ※ １ ）
× 100

総資産経常利益率 =
　　　　　経常利益　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（ 期首総資産 + 期末総資産）÷ ２
× 100

売上高経常利益率 =
　経常利益　　

　　　　　　　　　　 売上高　　
× 100

　　

自己資本比率 =　
期末自己資本 （ ※ 1）   

　　　　　　　　期末資産の部合計        
× 100

配当性向 =
   普通株式に係る１株当たり個別配当金 （ ※ 2）

　　　　　　　　1 株当たり連結当期純利益　　　　　　     
× 100

純資産配当率 =
　　　　普通株式に係る１株当たり個別配当金（※ 2）　　　　　　　　　　　

　　　　　　　（ 期首１株当たり連結純資産 + 期末１株当たり連結純資産）÷ ２ 
× 100

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 =
　　　有利子負債　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）=  
営業キャッシュ・フロー　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利払い　　　　　　

column 経営指標等

　決算短信では経営指標等に関する出題も考えられる。他の箇所で記載された経
営指標等もあるが，もう一度おさらいのため主要な指標一覧を確認しておきたい。

【経営指標等の計算式】
経営成績の判断等に用いる指標（効率性・収益性）

財政状態の判断等に用いる指標（財務安定性・株主還元）

（※１）自己資本＝純資産合計－株式引受権－新株予約権－非支配株主持分
（※２）分子の配当金は単体ベースの金額で計算する

【経営指標等の略語集】
・１株当たり当期純利益（EPS）
・株主資本利益率（ROE）
・総資産当期純利益率（ROA）
・株価純資産倍率（PBR）
・株主資本配当率（DOE）

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e



260

　この章では、財務報告実務検定試験に慣れるため、実際に出題される形式の問

題を解いていただきたい。問題は選択問題と計算問題の２種類がある。選択問題

の出題形式は、大別すると以下の形態に分類される。

　・　適切もしくは不適切な記述の選択肢を選ぶもの

　・　順番を並び替え、並び替え順又は指定の順番を選ぶもの

　・　適切もしくは不適切な記述の個数を選ぶもの

　・　特定の条件の下で開示すべき項目や省略できる項目を選ぶもの

　また、計算問題は小問３問により構成され、PC 画面上の電卓を利用して計算

することとなる。

第１問

　会社法に基づく本決算スケジュールに関して、次の項目を適切に並べた場合、

４番目となるものを選びなさい。

　ａ　会計監査人が監査役会及び取締役会に会計監査報告書を提出する。

　ｂ　取締役が計算書類及び附属明細書を作成し、会計監査人と監査役に提出する。

　ｃ　株主総会招集通知を発送する。

　ｄ　監査役会が監査報告書を取締役会及び会計監査人に提出する。

　ｅ　取締役が事業報告及びその附属明細書を作成し、監査役に提出する。

選択肢１　　ａ

選択肢２　　ｂ

選択肢３　　ｃ

選択肢４　　ｄ

第１問　解答及び解説

解答： ４

解説：  本問は、会社法に基づく決算スケジュールに関する理解を問う問題であ

る。ポイントは、各機関の役割、必要書類を何処に提出するかを正確に理

解しておくことである。

　　　 　取締役が作成した計算書類については、会計監査人が監査を行い、その

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e



261

問題編 第６章

結果を取締役会及び監査役会に監査報告書として提出する。監査役は、会

計監査の結果を受けて監査役としての監査意見を表明することになる。ま

た、取締役会が作成した事業報告等については、会計監査の対象ではない

ため、監査役に提出され、監査役の監査に供されることになる。　

　　　 　順番としては、ｂ→ａ→ｅ→ｄ→ｃかｂ→ｅ→ａ→ｄ→ｃであるが、４

番目はいずれもｄである。

第２問

　金融商品取引法、会社法、適時開示に係る本決算スケジュールに関して、次の

項目を適切に並べた場合に正しいものを選びなさい。

　ａ　決算短信の発表

　ｂ　有価証券報告書の提出

　ｃ　 財務諸表及び内部統制報告書に関する公認会計士又は監査法人の監査報告

書の受領

　ｄ　株主総会招集通知の発送

　ｅ　会計監査人の監査報告書の受領

選択肢１　　ｃ→ｄ→ａ→ｅ→ｂ

選択肢２　　ａ→ｅ→ｄ→ｃ→ｂ

選択肢３　　ａ→ｃ→ｄ→ｅ→ｂ

選択肢４　　ｃ→ｂ→ａ→ｅ→ｄ

第２問　解答及び解説

解答： ２

解説：  本問は、金融商品取引法、会社法、適時開示といった開示制度をまたがる

本決算スケジュールに関する理解を問う問題である。

　　　 　決算短信については、適時に開示するものであり監査報告書の添付は要

求されていない。会社法においては株主総会招集通知に添付するものとし

て会計監査人の監査報告書が必要であり、金融商品取引法においては有価

証券報告書に添付するものとして財務諸表及び内部統制報告書に関する公
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【資料Ｃ】株式等に関する情報の一部
前連結会計年度 当連結会計年度

希薄化効果 　　　あり 　　　あり

期末発行可能株式総数 500,000 株 500,000 株

期末発行済株式数 150,000 株 150,000 株

期中平均発行済株式数 150,000 株 150,000 株

期中平均株式数 138,000 株 136,000 株

期末自己株式数 13,000 株 15,000 株

期中平均自己株式数 12,000 株 14,000 株

潜在株式に係る権利の行使を仮定した
ことによる普通株式の増加数 23,000 株 21,000 株

期末時点の株価 118,000 円 129,000 円

期中平均株価 121,000 円 131,000 円

第 28 問　解答及び解説

　本問を解答するにあたっては、前連結会計年度等の資料は必要ない。したがっ

て、解答を導くために必要な情報は何か（不要な情報は何か）を予め明確にして

おくことで解答時間を短縮できる。

 小問１

解答：9,117.65 円

解説：1 株当たり当期純利益は、以下の算定式により求める。

1 株当たり当期純利益＝

　　　　　　　　 　 ＝

　　　　 　　　　　 ＝　9,117.65 円

 小問２

解答：7,898.09 円

解説：潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益は、以下の算定式により求める。

 普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
 普通株式の期中平均株式数

 1,240,000,000 円
 136,000 株
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【検定主催団体について】

　財務報告実務検定試験は、一般社団法人日本 IPO実務検定協会…により運営さ

れています。日本 IPO実務検定協会は、上場（IPO=Initial…Public…Offering）準

備に必要な実務能力を認定する我が国初の試験である IPO実務検定試験を通じ

て上場準備を担う人材を育成し、新規上場を促進することを目的に設立された団

体です。

　日本 IPO実務検定協会では、このように新規上場を促進する一方で、上場後の

決算業務、開示業務をフォローアップするため、各種開示書類の目的、作成要領、

データの関連性、さらに、決算・財務報告プロセスに必要な内部統制までを広範

囲かつ体系的に理解しているかを問う「財務報告実務検定【開示様式理解編】（旧

財務報告実務検定）」、連結財務諸表を作成する際に必要となる基礎資料の作成（連

結子会社・持分法対象会社の情報収集、海外子会社の財務諸表の換算、取引や債

権債務の照合表の作成等）から連結精算表を経て連結財務諸表が作成されるまで

のデータの流れや手順、XBRLの実務を含む開示のルールといった“連結財務諸

表を作成し開示を成し遂げる力”を問う「財務報告実務検定【連結実務演習編】（2016

年２月１日より試験開始）」を開発・運営しています。Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e



【著者プロフィール】

EY ｜ Assurance ｜ Tax ｜ Transactions ｜ Advisory

EYについて
EYは、アシュアランス、税務、トランザクションおよびアドバイザリーなどの
分野における世界的なリーダーです。私たちの深い洞察と高品質なサービスは、
世界中の資本市場や経済活動に信頼をもたらします。私たちはさまざまなステー
クホルダーの期待に応えるチームを率いるリーダーを生み出していきます。そう
することで、構成員、クライアント、そして地域社会のために、より良い社会の
構築に貢献します。
 
EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワー
クであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的
に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国
の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。詳しくは、ey.com を
ご覧ください。
 
EY新日本有限責任監査法人について
EY新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであり、
監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなどを提供しています。
詳しくは、www.shinnihon.or.jp…をご覧ください。
 
©…2021…Ernst…&…Young…ShinNihon…LLC.
All…Rights…Reserved.
 
本書は一般的な参考情報の提供のみを目的に作成されており、会計、税務およびその他
の専門的なアドバイスを行うものではありません。EY新日本有限責任監査法人および
他のEYメンバーファームは、皆様が本書を利用したことにより被ったいかなる損害に
ついても、一切の責任を負いません。具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門
家にご相談ください。

【著者紹介】
監 修 三浦　太（みうら・まさる）

編 集 代 表
菅沼　淳（すがぬま・あつし）
松本雄一（まつもと・ゆういち）

レビューア 加藤圭介（かとう・けいすけ）

執筆協力者
岩田瑠梨子（いわた・るりこ）
桑原美佳（くわばら・みか）
吉澤直隆（よしざわ・なおたか）

小畑　旭（おばた・あさひ）
小板橋秀徳（こいたばし・ひでのり）

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e



2015 年 1 月 18 日　初版第 1 刷発行
2021 年 8 月 1 日　　　第 13 刷発行

財務報告実務検定・開示様式理解編　重要ポイント＆精選問題

編　著　者 EY新日本有限責任監査法人

発　行　者 岩 　 村 　 信 　 寿

発　行　所 リンケージ・パブリッシング
〒104-0061
東京都中央区銀座7-17-2
ｱｰｸ銀座ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ6F
TEL	03（4570）7858
FAX	03（6745）1553

本書の内容を無断で複写・複製（コピー）、引用、することは、著作者・出版社の権利侵害
となり、著作権法上での例外を除き、禁じられています。

本書の取り扱いには以下の点にご注意ください。
・本書の著作権は、日本 IPO実務検定協会にございます。
・本書の一部または全部をあらゆるデータ（印刷物、電子ファイル、インターネット等）に
より、複製及び転載、また、第三者へ転売（オークション含む）、譲渡する事を禁じます。

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e 

Sa
m
pl
e




